
3,000万円

1,500万円

H28.１月～H31.３月

1,200万円
1,000万円

＋1,800万円

＋500万円

〔10％適用枠〕

H31.４月～R２.３月 R２.４月～R３.12月

消費税率引上げ
(R元年10月～)

（注） 1 上図は、耐震性能・省エネ性能・バリアフリー性能のいずれかを有する住宅向けの非課税限度額。それ以外の住宅の非課税限度額はそれぞれ500万円減。

2 受贈者の年齢要件：20歳 ⇒【改正案】年齢要件を18歳以上に引下げ（令和4年４月以後）

3 既存住宅は、①築年数が20年（耐火建築物は25年）以内 又は②耐震基準に適合していること が必要。
⇒【改正案】築年数要件を撤廃し、昭和57年以降に建築された住宅 又は 耐震基準に適合していることが証明された住宅 を対象とする。

4 東日本大震災の被災者に係る非課税限度額は、令和３年12月末まで1,500万円（耐震・エコ・バリアフリー以外の住宅は1,000万円）で据置き。
⇒【改正案】令和５年12月末まで２年延長。

5 原則として贈与を受けた年の翌年３月15日までに住宅を取得する必要がある。

H27.１月～12月

1,500万円

契約締結日

親・祖父母等（贈与者）から住宅取得等の資金の贈与を受けた場合、非課税限度額まで非課税とする。

（平成27年１月１日～令和３年12月31日までの措置）⇒【改正案】令和５年12月31日まで２年延長

⚫ 住宅面積：床面積50㎡以上240㎡以下の住宅用家屋 (合計所得金額が1,000万円以下の者：下限を40㎡以上に引下げ）

⚫ 受贈者 ：直系卑属（合計所得金額2,000万円以下 など）

◼ 適用要件

◼ 非課税限度額

贈与日

【改正案】1,000万円

R４.１月～R５.12月

住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置の見直し（案）
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４．円滑・適正な納税のための
環境整備

25



ウィズコロナ・ポストコロナの新しい社会を見据え、税理士の業務環境や納税環境の電子化といった、税理士を取り巻く

状況の変化に的確に対応するとともに、多様な人材の確保や、国民・納税者の税理士に対する信頼と納税者利便の向上を

図る観点から、税理士制度の見直しを行う。

税理士制度の見直し（案）

○ 税理士の業務におけるICT化の推進 ○ 税理士会等における会議招集通知・委任状の電子化

○ 事務所設置規制の見直し（物理的な事務所判定基準の撤廃） ○ 税理士名簿等を作成可能な電子記録媒体の明確化

○ 税務代理の範囲の明確化

○ 税理士試験の受験資格の見直し（会計学科目の受験資格の不要化、税法科目の受験資格（学識）に係る履修科目要件の緩和）

○ 税理士法人の業務範囲の拡充

（成年後見業務、租税に関する教育・普及業務）

○ 税理士法人社員の法定脱退事由の整備

（業務停止処分等により法人から脱退することの明確化）

○ 税理士による申告書添付書面に関する様式の整備 ○ 税理士試験受験願書に添付する写真の撮影条件の撤廃等

１．ICT化とウィズコロナ時代への対応

２．多様な人材の確保

３．税理士に対する信頼の向上を図るための環境整備

４．その他

○ 懲戒逃れを図る税理士等への対応

税理士調査に係る調査・協力要請規定の整備

元税理士に対する「懲戒処分相当であったことの決定」処分の創設

○ 税理士懲戒処分の除斥期間の創設（10年）
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②記載不備
（帳簿の保存（提出）あり）

①不記帳・不保存
（不提示・不提出）

加重なし ５％ １０％

記
載
不
備
の
程

度
が
著
し
い

⇩

①
と
同
視
す
る

年
間
の
所
得
計

算
を
す
る
に
は

不
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分

収
入
の
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割

以
上
に
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て
不
記
載

収
入
の
３
分
の

１
以
上
に
つ
い

て
不
記
載

収
入
全
て
不
記

載
（帳
簿
な
し
）

収入金額の
記載水準

記帳水準の向上に資するための過少申告加算税・無申告加算税の加重措置の整備（案）

〇 記帳水準の向上に資する観点から、記帳義務の適正な履行を担保するため、帳簿の不保存や記載不備について未然に抑止するための以下の過
少申告加算税・無申告加算税の加重措置を講ずる。

加算税の
加重割合

【見直し案】

⑴ その修正申告等があった時前に、帳簿（電子帳簿を含む。）【対象範囲：所得税法、法人税法及び消費税法の保存義務のある一定の売上に係
る帳簿】の提出の要求があった場合において、次のいずれかに該当するときは、その修正申告等に基づき納付すべき税額（帳簿に記載すべき
事項に基づく税額に限る。）に係る過少申告加算税・無申告加算税について、１０％加重（下記②については、５％加重）する。
① 不記帳・不保存であった場合（その提出をしなかった場合）
② 提出された帳簿について、その申告書の作成の基礎となる重要な事項の記載が不十分である場合（記載が著しく不十分な場合は①）

⑵ ただし、納税者の責めに帰すべき事由がない場合（災害等の場合）は上記⑴の措置は適用しない。

（注１）上記の「一定の売上に係る帳簿」とは以下のとおり

・白色申告者・青色申告者（簡易・現金）・消費税法上の事業者が保存しなければならない帳簿：売上帳、売掛帳、現金出納帳等
・青色申告者（複式）：仕訳帳、総勘定元帳（売上に係る部分に限る。）

（注２）令和６年１月１日以後に法定申告期限が到来する国税について適用する。

・ 給与所得者を含めた全体の納税義務者に占める帳簿の不保存・記載不備の事業者の割合は僅少であり、そういった一部の者について所得把握
を十分に行えない不公平を是正するため、その記帳義務の履行の程度に応じたペナルティ（加算税の加重）を課す。

【加重措置の適用対象範囲のイメージ】

（注）収入金額は営業収入を使用。 27



①帳簿書類等から明らかにされない場合及び②相手先が明らかである・取引が行わ
れたことが推測されるが反面調査等においても明らかにされない場合は、必要経費
不算入・損金不算入とする。

証拠書類のない簿外経費への対応策（案）

【見直し案】

〇 納税者【対象範囲：所得税法及び法人税法の納税者】が、事実の仮装・隠蔽がある年分（事業年度）又は無申告の年分（事業年度）に

おいて、確定申告（更正を予知する前の修正申告を含む。）における所得金額の計算の基礎とされなかった間接経費の額（原価の額

（資産の販売・譲渡に直接要するものを除く。）、費用の額及び損失の額）は、次の場合を除き、必要経費（損金の額）に算入しない。

① 間接経費の額が生じたことを明らかにする帳簿書類等を保存する場合（災害その他やむを得ない事情により所得税法又は法人税

法上保存義務のある一定の帳簿書類の保存をすることができなかったことを納税者が証明した場合を含む。）

② その保存する帳簿書類等により間接経費の額に係る取引の相手先が明らかである場合その他その取引が行われたことが推測され

る場合であって、反面調査等により税務署長がその取引が行われたと認める場合
(注１) 納税者が個人の場合には、事業所得、不動産所得、山林所得又は雑所得を生ずべき業務を行う者の、その業務に係る事業所得の金額、不動産所得の金

額、山林所得の金額又は雑所得の金額が対象（雑所得の金額にあっては、小規模な業務に係るものを除く。） 。
(注２) 推計課税の場合においても適用される。
(注３) 上記の改正は、納税者が個人の場合については令和５年分以後の所得税について適用し、納税者が法人の場合については令和５年１月１日以後に開始す

る事業年度の所得に対する法人税について適用する。

納税者

②反面調査等

税務調査

簿外経費
を主張

①帳簿書類等

〇 税務調査の現場において、証拠書類を提示せずに簿外経費を主張する納税者や、証拠書類を仮装して簿外経費を主張する

納税者への対応策として、以下の必要経費不算入・損金不算入の措置を講ずる。

税務署

【必要経費不算入・損金不算入の場合のイメージ】
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